
第二一七回 

衆第一一号 

   中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給に関する法律案 

 （目的） 

第一条 この法律は、現下の経済状況において、労働者の正規労働者としての雇用に伴う

社会保険料に係る中小企業者の負担が中小企業者が新たに労働者を正規労働者として雇

い入れることを阻害する要因の一つとなっていること等に鑑み、この法律の施行の日か

ら五年以内に新たに労働者を正規労働者として雇い入れ、その雇用する正規労働者の数

を増加させた中小企業者に対して中小企業正規労働者雇入臨時助成金を支給するための

措置を講ずることにより、労働者の正規労働者としての雇用に伴う中小企業者の経済的

負担の軽減及び労働者の正規労働者としての就業の機会の増大を図り、もって国民経済

の健全な発展及び国民生活の向上に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「正規労働者」とは、事業主と期間の定めのない労働契約を締

結し、かつ、所定労働時間が労働に従事する事業所における通常の労働時間である労働

者であって、派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等

に関する法律（昭和六十年法律第八十八号）第二条第二号に規定する派遣労働者をい

う。）以外のものをいう。 

２ この法律において「社会保険料」とは、社会保険料関係法（健康保険法（大正十一年

法律第七十号）、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）、労働保険の保険料の徴収

等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）、厚生年金保険法（昭和二十九年法律

第百十五号）、船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）、私立学校教職員共済法（昭

和二十八年法律第二百四十五号）その他政令で定める法律をいう。次条第二項において

同じ。）の規定による保険料、掛金その他これらに準ずるものをいう。 

３ この法律において「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

 一 資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三

百人以下の会社及び個人で、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号

までに掲げる業種及び第五号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事

業として営むもの 

 二 資本金の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百

人以下の会社及び個人で、卸売業（第五号の政令で定める業種を除く。）に属する事

業を主たる事業として営むもの 

 三 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が

百人以下の会社及び個人で、サービス業（第五号の政令で定める業種を除く。）に属

する事業を主たる事業として営むもの 

 四 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が



五十人以下の会社及び個人で、小売業（次号の政令で定める業種を除く。）に属する

事業を主たる事業として営むもの 

 五 資本金の額又は出資の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の会社並びに常

時使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人で、その

政令で定める業種に属する事業を主たる事業として営むもの 

 六 企業組合 

 七 協業組合 

 八 事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立された組合及びその

連合会で、政令で定めるもの 

 九 前各号に掲げるもののほか、次に掲げる法人（政令で定めるものを除く。） 

  イ 資本金の額又は出資の総額が三億円（卸売業に属する事業を主たる事業とする事

業者については一億円、サービス業又は小売業に属する事業を主たる事業とする事

業者については五千万円）以下の法人及び常時使用する従業員の数が三百人（卸売

業又はサービス業に属する事業を主たる事業とする事業者については百人、小売業

に属する事業を主たる事業とする事業者については五十人）以下の法人（ロの政令

で定める業種に属する事業を主たる事業とするものを除く。） 

  ロ 資本金の額又は出資の総額がその業種ごとに政令で定める金額以下の法人及び常

時使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の法人で、その政令で

定める業種に属する事業を主たる事業とするもの 

 （中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給） 

第三条 国は、この法律の施行の日から五年以内に新たに労働者（その雇入れの日前一年

以内に正規労働者として雇用されていた労働者を除く。次項及び第三項において同

じ。）を正規労働者として雇い入れ、その雇用する正規労働者の数を増加させた中小企

業者として経済産業省令で定める要件に該当する中小企業者（当該中小企業者による雇

入れの日前一年以内に当該中小企業者の都合によるものとして経済産業省令で定める理

由によって離職（雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）第四条第二項に規定する

離職をいう。第三項において同じ。）をした正規労働者がいることその他経済産業省令

で定める要件に該当する中小企業者を除く。次項及び第三項において「対象中小企業

者」という。）に対し、経済産業省令で定めるところにより、中小企業正規労働者雇入

臨時助成金を支給することができる。 

２ 中小企業正規労働者雇入臨時助成金は、月を単位として支給するものとし、その額は、

一月につき、対象中小企業者が前項の数の増加に係る労働者を正規労働者として雇い入

れた日後初めて社会保険料関係法の規定により納付すべき当該労働者に係る社会保険料

の額（当該社会保険料の額が月を単位として定められているときは当該額、当該社会保

険料の額が年を単位として定められているときは経済産業省令で定めるところにより当

該額を一月当たりの額に換算した額）のうち当該対象中小企業者が社会保険料関係法の



規定により負担すべき額の合計額の二分の一に相当する額を基本として経済産業省令で

定めるところにより算定した額とするものとする。 

３ 中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給期間は、対象中小企業者が正規労働者とし

て雇い入れた第一項の数の増加に係る労働者のそれぞれにつき、当該労働者の雇入れの

日の属する月の翌月から十年間（十年経過前に当該労働者が離職をしたときは、当該離

職をした日の属する月の翌月までの間）を基本として経済産業省令で定める期間とする

ものとする。 

４ 経済産業大臣は、中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給に関する事務の全部又は

一部を独立行政法人中小企業基盤整備機構（次項において「機構」という。）に行わせ

るものとする。 

５ 機構は、中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給に関する事務を行う場合において

当該事務に関し必要があると認めるときは、中小企業者に対し、必要な事項についての

報告を求めることができる。 

６ 前各項に定めるもののほか、中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給に関し必要な

事項は、経済産業省令で定める。 

 （罰則） 

第四条 前条第五項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした場合には、その違反

行為をした者は、五十万円以下の罰金に処する。 

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関し、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対しても、同項の刑を科する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

 （独立行政法人中小企業基盤整備機構法の一部改正） 

２ 独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成十四年法律第百四十七号）の一部を次の

ように改正する。 

  第十五条第一項第六号の次に次の一号を加える。 

  六の二 中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給に関する法律（令和七年法律第▼

▼▼号）第三条第一項の規定による中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給を行

うこと。 

  第十六条中「前条第一項第六号及び」の下に「第六号の二並びに」を加える。 

  第十七条第二項中「対し」の下に「、第十五条第一項第六号の二に掲げる業務及びこ

れに関連する同項第二十四号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務」を加え、「第

十五条第一項第十六号」を「同条第一項第十六号」に改める。 



  第十八条第一項第一号中「次号」を「第二号」に改め、同号の次に次の一号を加える。 

  一の二 第十五条第一項第六号の二に掲げる業務及びこれに関連する同項第二十四号

に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務 

  第十八条第一項第二号中「前号」を「第一号」に改める。 

  第十九条第一項中「一般勘定」という。）」の下に「、同項第一号の二に掲げる業務

に係る勘定」を加える。 



     理 由 

 現下の経済状況において、労働者の正規労働者としての雇用に伴う社会保険料に係る中

小企業者の負担が中小企業者が新たに労働者を正規労働者として雇い入れることを阻害す

る要因の一つとなっていること等に鑑み、労働者の正規労働者としての雇用に伴う中小企

業者の経済的負担の軽減及び労働者の正規労働者としての就業の機会の増大を図るため、

この法律の施行の日から五年以内に新たに労働者を正規労働者として雇い入れ、その雇用

する正規労働者の数を増加させた中小企業者に対して中小企業正規労働者雇入臨時助成金

を支給するための措置を講ずる必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 



   本案施行に要する経費 

 本案施行に要する経費としては、初年度において約二百五十七億円の見込みである。 


